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１．はじめに 

東日本大震災の津波や地震、近年発生した竜巻等

の被害を踏まえて、平成25年度から4か年の計画で総

合技術開発プロジェクト「災害拠点建築物の機能継

続技術の開発」を実施し、応急復旧活動の拠点とな

る建築物が災害後も直後から機能を継続するための

技術開発を行っている。今後想定される東海・東南

海地震や首都直下地震等に対して、災害拠点建築物

の機能を維持するための設計技術と評価法を提案す

ることを目標としている。 

２．津波および竜巻対策技術の開発 

 建築物に作用する津波荷重を適切に考慮した設計

法を開発する。外壁材に対して静的載荷試験および

水理実験を実施し、脆性的に破壊し接合部を起点に

全面脱落するALCパネルについては、静的試験におけ

る終局強度から脱落強度を推定できることを明らか

にした。実験結果に基づいて外壁材の脱落による津

波荷重の低減効果を考慮した設計法(案)をまとめた。 

 

写真１ 外壁材の水理実験 

竜巻や台風時の飛来物による外壁や窓ガラスの破

損を防止する。外装材に竜巻飛来物を想定した衝撃

力を与え耐衝撃性能を評価する実験を実施し、災害

拠点建築物の種別に応じた外装材の要求性能および

飛来物耐衝撃性能試験・評価法(案)をまとめた。 

３．地震対策技術の開発 

地震の揺れを抑える部材を設けた吊り天井工法を

開発する。静的および動的加振実験を実施し、天井

面接合部や天井ユニットの耐震性能とともに設備を

設置した際の機能継続性について検討した。 

また、そで壁を活用した新たな構造方法を提案し、

実大建築物による実証実験を行った。試験体は1×2

スパン、高さ約19ｍの5階建て鉄筋コンクリート造建

築物である。通常の設計では壁と柱の間に設けるス

リット(隙間)の位置を壁の内側に移し、そで壁つき

柱とはりで構成されるフレームとした。これにより、

高いコストをかけずに強度と剛性を高め、地震時の

変形を低減し、修復が困難な柱梁接合部や非構造部

材に発生する損傷を減らしうることを示した。 

 

写真２ 実大５層建築物の損傷実験 

さらに、東日本大震災で被災した自治体等にヒア

リングを行い、災害後建築物の機能が復旧するまで

のシナリオを時間軸で整理し、被災直後に有用な設

備要素技術の抽出作業を行った。 

４．おわりに 

本研究開発で得られた検討成果を踏まえ、平成28

年度に災害拠点建築物を対象とした設計ガイドライ

ンを策定する予定である。 
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